





























































π13＝π－R…・・…...・ H ・－－……………………………………...・ H ・・（3) 
で示され，企業Pは π13>0であればそのような行動を有利と考えるであろう。
しかるに π＞Oであれば，










































































































































































π~＝ cπ － V)-R・ h ・.....・ H・－－……………………………………一（ 3 ）’


















ω 企業戸が T1資源サービスを移入しないときのVを Voとすれば， B国のX財市場
が初期に均衡状態にあるとし、う仮定のもとでは（注（2）参照〉， π－Vo三二Oである。しか















わち，九および PPをそれぞれ Tα 資源および Tp資源が提供するサービス
の世界価格とすれば，
ム＝mαx[ra,r:, sα，s:, OJ・H ・H ・H ・H ・－－………………...・ H ・（5.1)
















(5.1）および（5.2）式において，第一に Sα および s~ はそれぞれ Tα 資
源および T13資源のサービスの本国における報酬率を示し，
5α＝mα－ca…………………………...・ H ・－－……………………（6.1)
S13=m13ーら…...・ H ・－－………………………...・ H ・－－……………（6.2)




第二に， fα および r13はそれぞれ Tα 資源および T13資源のサービスが直
接投資として外国へ移転されるときの報酬率を示し，
fα＝mα－uα－Cb …………………………………………………（7.1) 
η＝m13-U13-ca …………...・ H ・H ・H ・－－……...・ H ・－－……………（7.2)
であるO ただし叫および的は各T資源ー単位のサービスが外国へ移転する
ことから発生する追加コストであるO
第三に， s~ は Tα 資源がわ資源とA国において結合するときに前者が獲得
する報酬率，同様に s~ はわ資源が Tα 資源と B 国において結合するときに
前者が獲得する報酬率をそれぞれ示し
s:=Cm一向島－ca-Pp{J13）／仇.....・ H ・..・ H ・..・ H ・－－…………（8.1)
s~ ＝（m-uα仇ーcb-PαOα）／013…………...・ H ・－…..・ H ・－－……・・（8.2)















らなし、。それゆえ， 当面九三三Oかつ Spと0と仮定すれば，九三三5α すなわち
(6.1）と（7.1）式より
caー らとuα ・H ・H ・－…..・ H ・－…..・ H ・－……...・ H ・...・ H ・－…・……（10)
が成立しなければならなし、。しかるに，（10）式が成立すれば，（6.2）とく7.2)
式より sP＞η となるから，（5.2）式は
PfJ=max 〔s13, rfi, s;J…………...・ H ・－－……………...・ H ・－－…（5.2)'
に帰着する。ところで， A国からB国への直接投資が成立するためには，さら
に九＝九のもとであ＝Sp すなわち SpとSp および Sf!~三η が成立しなければな









ところで，もし Tα 資源が T13資源より優等であれば，。αミ1のとき〔2〕
節の仮定（a）～（d）と帥式より（1）式と但）式は常に成立しまた Oく仇く1のときは







































Mor m: : : 
m.-cb卜一ーし一一－~－－－~－－－－，.； o
! Q3ベグ＇： ~ 
; l ／乞／ /' 
Qi!.,，ジズ／：Pi ~ 
e”－ r-:P1 ゐ 2 ~ : 













想定しよう。 A国ではプラント （Ka単位〉と Ti資源 （Na単位〉が労働力
(La単位〉に対して過剰であるくLaくKaくNa，ただし労働力はT資源と同
様にプラントー単位を操業するために必要かつ十分な量をー単位として測られ
る〉。またB国では労働力 （Lb単位〉がプラント （Kb単位〉とれ資源 （Nb
単位〉に対して相対的に過剰である （Lb>Kb,Lb>Nb）。ただし議論の単純
化のために， B国ではプラ γ トを管理するために必要かつ十分なれ資源が存
制）
在する （Nb=Kb）と仮定するO そのとき両国における初期の産出量は
Y~ ＝m1La ………………...・H ・.....・ H・－－………………………（13.1)
Y~ ＝m2Kb十m3(Lb-Kb） ・………・・…・・・・・・……・……・・…・・・・・（13.2)
。α2, Oa・ .とすれば，それらのむに対応する（1)式左辺の値 （M）を示す点 QiQz Qa 
…は直線PQ上にあるであろう。またもし曲線ABが直線ABを上回れば， Mを示す
点は直線PQの上方にあり，逆の場合にはそれは直線PQの下方にある。それゆえ，
Mと0α との関係は曲線 PQi QzQaQで示される。（叫式が成立すれば，曲線 P










で、示される。ただし m1およひ、m2はそれぞれ T1資源および T2資源が管理
するプラ γ トー単位の産出量であるO また maは労働力一単位がT資源の助力
なしに生産しうる産出量であり， m1>m2>m3が成立するO
さて， T資源サービスとプラ γ トが直接投資として国際的に移動する可能性
が開かれたと想定しよう。現実に近い場合として，労働力は世界的にはT資源
に対して相対的に過剰である （N三 Na十NbくL三 La十Lb）と仮定すれば， T
資源とプラントとの関係に関して次の 3ケースを区別することができるO




Qb=(m1-u1)LIN+m2Kb十ma(Lb-Kb-LIK)・ H ・H ・H ・－…（14a)
である。ただし， LINおよび LIKはそれぞれA国からB国へ移転される T1資
源サービスおよびプラントを示し，この場合には
LIN =LIK =Na-La 




である。ただし， r1=m1 -u1 -i1 -wbで T1資源サービスに対する報酬率で
ある。それゆえ，直接投資によるB国の国民所得増分は（13.2) (14 a）およ
び（15）式より








となるO 直接投資は産出量を LIQ=:=Qb-n = (m1-u1-m3)LINだけ増加する，
ω 
が，そのすべてはA国に帰着する。




Qb=(m1 -u1)LIN十m2(Kb-LIN+ LIK) +ma 




それゆえ，むを T2資源によって管理されるプラ γ トー単位当りの資本家に対
する報酬率とすれば，ケース（司と同様にして
LIY b=Ci1ー ら－r2)LINー（i1ー ら－wb+ma-r2)LIK・H ・H ・－－…（16a)




























(c) Na>K （世界的に Ti資源がプラ γ トに対して過剰である場合〉
B国の産出量は





LIYb=(Wb-m3)LIK+(mi -u1-m2-r1)Nb……...・ H ・－－……（16c)
であるO しかるに T1資源市場とB国の労働力市場が完全であれば， wb=m3
かつ ri=Oであるから，（16c）式は
L1Yb=(m1 -ui -m2)Nb>O 
に帰着する。直接投資による産出量増分は LIQ=(m1-u1 -m2)Nb+(m1 -u1一










ことができるO 他の生産資源市場が完全であるとき， r1 の上限 Cr2=0とする
r1 の値〉は m1-U1-m2 であるから，このとき（16c）式は
LIYb=O 
















第 1表l下司同 I(b) I (c) 
A I B A I B A I B
労働力 I-I 0 l I 0 I一Io 
資本 lo Iー＋｜＋！＋｜＋
T 資源 + I + I + I -I 0 






















切bかっ切b=m3であるから， (13.2)', (14b）＇および（ 15）式を利用すれば，直
接投資の利益は
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